令和３年度　子育て協働モデル事業
よくある質問と回答
応募について
問：子育て支援事業とは、何歳の子どもまでを対象とした事業ですか。
答：概ね０歳から小学校６年生までの子どもを対象とします。企画によっては、中学生以上を対象としたものでも認められる場合もありますので、個別に相談してください。

問：既存で実施している事業で応募することはできますか。
答：既存事業の振り替えは認められませんが、新たな取り組みや工夫を加えたものであれば応募はできます。既存事業との違いがわかるよう、事業計画書の中などに説明を記載してください。

問：企業が１社だけで社員向けの取り組みをする場合は応募できますか。

答：対象となる事業の基準を満たしていれば可能です。「先駆的で新たな視点の取り組みである」必要がありますので、単なる親睦を目的としたイベントは認められません。また、応募された事業はホームページ等で公開しますので、ご了承ください。

問：生涯学習協働推進課の市民活動推進事業と重複して応募することはできますか。

答：同一の企画を重複して応募することはできませんが、市民活動推進事業で不採択になった事業について、練り直しを行い、子育て協働モデル事業に応募することや、その逆を行うことは可能です。

　　また、異なる企画であれば、同一団体が市民活動推進事業と子育て協働モデル事業の両方に応募することは可能です。

事業計画について
問：対象外となる営利に関わる事業とはどのような事業を言いますか。
答：応募された事業によって利益が生ずる事業を指します。ただし、生じた利益を元にさらに子育て事業を実施することが計画されており、最終的な収支が０になる収支予算になっていれば対象となります。

収支予算について
問：提案団体に元から所属しているスタッフの人件費を対象経費に含めることは可能ですか。

答：提案した企画のための経費であることが明確になっていれば可能です。

　　人件費の単価と労働時間がわかるように予算書に記載してください。一般事務は時給890円程度が基準です。

　　また、特殊な人件費については、そのスタッフが従事した労働等に対する経費として積算してください。（イベント司会料、チラシデザイン料、音響機材操作料　など）

問：参加者の昼食代や記念品代は委託費から支出していいですか。

答：昼食や記念品など、参加者自身が利益を受ける部分については、原則、実費を徴収して対応してください。

　　軽微な参加記念品など、社会通念上認められると思われるものについては、個別にこども政策課へ相談してください。

問：企画の参加人数の増減などで収支の額が変わった場合はどうなりますか。

答：変更契約を行い、実際にかかった経費で精算を行います。

事業実施について
問：実施計画検討会議、事業評価会議では、どのようなことを検討すればよいですか。

答：子育て協働モデル事業では、事業実施のみではなく、次年度以降に自主的に運営するための方策の検討も合わせて受託していただきます。

　　実施計画検討会議においては、事業の目標を達成するための事業の組み立てや、次年度以降自主的に事業を継続する場合の課題について話し合いを行ってください。

　　事業評価会議においては、実施した事業を振り返り、次年度以降自主的に事業を継続する場合の財源確保や、改善すべき部分について検討を行い、結論をまとめてください。

